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総合型クラブにおける理念浸透が経営に与える影響
─ 北信越地域の総合型クラブの事例から ─

岡村　　誠1

丸山　一芳2

西原　康行3

要　旨
総合型地域スポーツクラブ（以下「総合型クラブ」という。）の自立に向けては、
クラブ理念の共有が重要とされているものの、理念浸透が経営に与える影響や有
効な浸透策については明らかになっていない。
そこで本稿は、あらためてクラブ理念を帰納的に定義づけした上で、「クラブ
理念の共有は経営にどのような影響を与えるか」及び「クラブ理念を浸透させる
ためにはどのような方策をとるべきか」といったリサーチクエスチョンを設定
し、北信越地域（新潟県・長野県・富山県・石川県・福井県） 5県の総合型ク
ラブを対象とした質問票調査によって分析を行った。
その結果、理念の共有が職員オーナーシップに影響を与えること、そして職員
にクラブ理念を浸透させるためには、「リーダーであるクラブマネジャーが理念
を反映した一貫性のある行動をとること」及び「クラブ理念について話し合う機
会を提供すること」が重要であることを明らかにした。

キーワード
総合型クラブ、クラブ理念、理念浸透策、リーダー行動、オーナーシップ

1 　研究の背景と目的

学校、企業を中心とした戦後の日本独自のスポーツ推進体制が衰退する中、2000年に
策定された「スポーツ振興基本計画」（文部省［2000］）において、全国の各市区町村に
1つ以上総合型クラブを育成することが目標として掲げられるなど、総合型クラブは21
世紀型の地域社会を中心としたスポーツ推進の中核として期待され、国の積極的な財政投
資によって量的整備が進められた。
ところが、スポーツ庁［2016］によれば、平成27年 7月 1日現在で全体の43.3％の総
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合型クラブで自己財源率（自己財源を「会費・事業費・委託費」とし、これらが全体収入
に占める割合をいう。）が50％以下となっており、近年では総合型クラブの経営的自立が
喫緊の課題となっている。
こうした中、公益財団法人日本体育協会（以下「日体協」という。）［2013］は、「総合型地
域スポーツクラブ育成プラン2013 ～地域住民が主体的に参画するスポーツ環境の構築を目指
して～」（以下「育成プラン」という。）を策定し、あらためて総合型クラブ育成の在り方を示
し、総合型クラブの自立に向けた取り組みの第一歩としてクラブ理念の共有を位置づけた。
ところが、このようにクラブ理念の重要性が指摘されてはいるものの、現状ではクラブ
理念が経営に与える影響については明らかになってはいないことから、本研究では、あら
ためてクラブ理念の定義を明確にした上で、「クラブ理念の共有は経営にどのような影響
を与えるか」及び「クラブ理念を浸透させるためにはどのような方策をとるべきか」につ
いて明らかにすることで、総合型クラブの自立に向けたマネジメント手法についての示唆
を得ることを目的としている。

2 　クラブ理念とは

2 ．1 　クラブ理念の策定プロセス
総合型クラブは、多くの場合文部科学省が策定したマニュアルに基づき設立される1。
そしてクラブ理念は、当該マニュアルによれば、設立準備委員会において策定されるこ
ととなっている。
設立準備委員会は、地域住民、行政、学校、自治会、体育協会、スポーツ推進委員など
の地域社会の団体で構成され、設立準備委員会においては、各構成員の地域での活動経験
等を踏まえて、総合型クラブの使命や存在意義、またどうあるべきかといったクラブの理
想像についての議論が行われる。
こうした議論を経て明文化され、地域社会の団体の合意によって策定されたものがクラ
ブ理念である。（図 1）

（使命・存在意義　　
　　または理想像）

図 1．クラブ理念策定のイメージ
（出所）筆者作成
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2 ．2 　クラブ理念の定義
クラブ理念を定義するに当たって、まずクラブ理念と経営理念との関係を整理する。
経営理念については、これまで多くの研究者によって様々な定義づけがされてきたが、
未だに定まったものはない。（表 1）

このように経営理念については様々な定義づけがされている中で、奥村［1994］は、経
営理念が複数の構成要素から成り立っており、抽象的で理想を示した上位概念（理念）か
ら具体的で実践的な下位概念（方針）までの階層をなしていることを指摘している。（表 2）

また、劉［1995］は、階層性の他、内部環境と外部環境の二つの領域性があると論じ
ており、野林［2006］は、これを踏まえて、経営理念を領域性と階層性の 2軸によって「自
社理念追求価値観」、「義務伝承行動規範」、「顧客・市場重視行動規範」、「社会貢献価値観」

表 1．経営理念の定義の歴史

表 2．経営理念の構造

（出所）筆者作成

（出所）奥村［1994］ 8頁を参考に筆者作成
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の 4つに類型化している。（図 2）

本稿において、北信越地域 5県（新潟県、長野県、富山県、石川県、福井県）の総合
型クラブのクラブ理念を調査（調査の詳細は「 5仮説モデルの構築と検証方法」を参照）
した結果、地域社会における使命や存在意義をうたった社会貢献価値観に該当するものが
45、クラブの理想像をうたった自社理念追求価値観に該当するものが 8であった。（表 3）

以上から、クラブ理念は、経営理念の 4類型のうちの社会貢献価値観又は自社理念追
求価値観に分類されるものであり、経営理念の類型の一つとして捉えることができる。
本稿では、クラブ理念の策定プロセス及び北信越地域の総合型クラブの調査結果を踏ま
え、クラブ理念を「地域社会の総意として形成されたクラブの使命・存在意義または理想
像」と帰納的に定義する。

図 2．経営理念の類型化
（出所）野林［2006］64頁を修正

表 3．北信越地域の総合型クラブのクラブ理念の分類結果（N＝53）

（出所）筆者作成
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2 ．3 　クラブ理念の機能
クラブ理念は総合型クラブの経営理念として捉えられることから、クラブ理念の機能に
ついても経営理念のそれを援用することができる。
経営理念の機能については、北居・松田［2004］が図 3のように整理している。
経営理念の機能は、大まかに内部統制機能と外部適応機能の二つに分けることができる。
内部統制機能は、成員の動機付け機能と成員統合機能の 2つのサブ機能を有し、さらに、
成員統合機能は組織内で一体感を醸成する機能と組織の指針機能に分けられる。一方で外
部適応機能においても、自社活動の正当化機能と環境適合機能の 2つのサブ機能があり、
環境適合機能は適合・存続機能と活性化機能に分けることができる。

3 　クラブ理念浸透の定義

3 ．1 　理念浸透の定義に関する先行研究
松岡［1997］は、理念浸透を組織成員個人単位で分析し、浸透状態を「言葉の存在を知っ

ている」から、「理念を行動に結び付ける」までの 4つのレベルに分類した。（表 4）
また、近年では、田中［2012］が、「成員が行動をとるときの指針となったり、言動に

反映されている状態」を理念浸透として定義している。

図 3．経営理念の機能
（出所）北居・松田［2004］95頁

表 4．経営理念の浸透レベル

（出所）松岡［1997］195頁
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さらに高尾・王［2012］は、経営理念の浸透の本質を、組織と成員個人の両方の視点
から捉え、理念浸透を「理念的カテゴリーによって定義される組織アイデンティティと個
人アイデンティティの融合過程」として論じている。（図 4）

高尾・王［2012］は、組織のアイデンティティと経営理念は必ずしも一致しているも
のではないことを指摘しており、組織のアイデンティティの中核に経営理念が位置付けら
れていることが、組織（マクロ）レベルでみた理念浸透の要件であるとしている。
一方で、個人（ミクロ）の視点での理念浸透の要件として、組織成員が、経営理念によっ
て定義づけられている組織へアイデンティフィケーションされていること2、言い換えれ
ば、組織成員が組織に対してオーナーシップを持っていることを挙げている。
なお、黒岩・牧口他［2012］は、このオーナーシップを持った状態を「所属する組織
をあたかも我が身のように考え、組織やその製品、サービスの成功を自分のことのように
喜び、さらなる成功を呼び込むために労をいとわなくなる状態」と定義しており、本稿に
おいても、当該定義を援用する。

3 ．2 　クラブ理念の浸透の定義
総合型クラブのような小規模組織では、一人一人が組織に与える影響や役割が大きいこ
とから、本稿では、個人（ミクロ）レベルに着目して理念浸透を定義する。
先行研究では、松岡［1997］は、個人（ミクロ）レベルの理念浸透の最も深い段階を
理念が行動に結び付けられている状態とし、田中［2012］は、理念浸透を行動の指針と
なっている状態と定義している。
また、高尾・王［2012］は、理念浸透の要件として、成員個人が、組織に対してオーナー

シップを持っていることを挙げている。
これらの先行研究を踏まえ、クラブ理念の浸透を、「クラブの職員がクラブに対するオー
ナーシップを持ち、かつ理念を反映した行動をとっている状態」と定義する3。

図 4．組織コンテクストのアイデンティティ理論における理念浸透
（出所）高尾・王［2012］44頁を修正
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4 　理念浸透に関する先行研究

4 ．1 　理念浸透に関する理論
Deal & Kennedy［1982］は、「成功している会社では理念が非常に重要視されている。

（邦訳42頁）」と述べ、アメリカ企業の持続的な成功のかげには、理念の共有によってつ
くりだされた強い文化が推進力として働いていると論じている。
また、Peters & Waterman［1982］は、業界を代表する優良企業（エクセレント・カン
パニー）に共通する特質を抽出し、中でも「価値観に基づく実践」が企業の競争力を創り
出している大きな要因であると主張した。
これらの組織文化と業績の関係を重視した組織（マクロ）レベルの理念浸透に関する研
究は強い文化論と呼ばれ、こうした強い文化論においては、組織文化の構築においてトッ
プマネジャーの役割が重要であることが示された。
その後、金井［1997］は、ミクロレベルでの理念浸透理論として、社会的学習理論を

理念浸透のリーダーシップ行動に適用した観察学習モデルを提唱した。
この理論は、人は自分の直接的な経験から学ぶだけではなく、他人の行動や結果を観察
することからも学ぶことができるという考え方である。
金井［1997］は、観察学習モデルにおいて、理念浸透に当たっては、モデルとなるリー
ダーの一貫した言動が重要であると主張している。

4 ．2 　理念浸透策に関する先行研究
理念浸透策とその効果についての研究として、野林・浅川［2001］、北居・松田［2004］、
渡辺・岡田・樫尾［2005］が挙げられる。
野林・浅川［2001］は、理念浸透策を「理念教育研修」、「明示」、「ビジュアルで象徴」、

「人・ソフトで象徴」、「インナープロモーション」の 5つに整理した上で、理念浸透度と
して理念がどれだけ企業施策・制度に体現されたかという観点から「マネジメント」、「作
品」、「人事制度」の 3つを挙げ、先述した 5つの浸透策との関係を分析した。
北居・松田［2004］は、526社の証券取引所上場企業を対象に、理念浸透策を行為的シ

ンボル、言語的シンボル、物質的シンボルに分類した上で4、それぞれのシンボルと「競
争対応行動の成果」及び「人的資源の成果」との関係について研究を行い、Schein［1985］
の先行研究をもとに5、行為的シンボルに分類される浸透策が多いほど高い成果をあげて
いることを明らかにした6。
渡辺・岡田・樫尾［2005］は、ビジネススクール学生を対象に、自身が所属する企業

における理念浸透策、理念浸透度、そして企業業績との関係について調査を行い、理念共
有策と理念認識度の間には有意な関係が存在することを明らかにしたが、理念認識度と企
業業績には有意な関係は見いだせなかった。
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4 ．3 　先行研究と本稿の位置づけ
理念浸透の理論においては、いずれも理念浸透におけるリーダーの果たす役割の重要性
が論じられており、中でも金井［1997］の観察学習モデルでは、組織内でリーダーから
成員に理念が浸透する具体的なメカニズムを説明している。
北居・松田［2004］の研究は、成果に対する行為的シンボルの相対的重要性を明らか

にしたものであり、これらの理念浸透の理論を裏付けるものであった。
しかし、これまでの理念浸透に関する先行研究は、大規模かつ営利企業を対象に行われ
てきたものであるが、本稿の対象となる総合型クラブは、非営利かつ小規模な組織であり、
理念浸透策や理念浸透度の考え方は大企業のものとは異なると推察される。
本稿は、これまでの先行研究では調査されなかった総合型クラブという非営利かつ小規
模な組織を対象に、理念浸透策と理念浸透度の関係について検証を行うものである。

5 　仮説モデルの構築と検証方法

5 ．1 　仮説モデルの構築
黒岩・牧口他［2012］は、従業員オーナーシップの規定要因として理念の共有を挙げ
ており、理念の共有が職員のオーナーシップを高める可能性を示唆している。
また総合型クラブは、小規模であるがゆえに組織成員とリーダーとの接触機会が多いこ
とから、理念浸透の理論で言及されたリーダー行動の重要性は、これまで先行研究で対象
とされてきた大企業と比べ、より大きくなるものと推察される。
これらを踏まえ、リーダー行動を含む理念浸透策は職員の理念共有認識を媒介として理
念浸透度に影響するという因果関係を想定し、次の仮説モデルを構築した。（図 5）

図 5．仮説モデル
（出所）筆者作成
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理念浸透策については、実際に総合型クラブへインタビューを行い、現場で実践されて
いる理念浸透策として「リーダーの理念体現行動」、「理念ミーティング」、「理念教育」、「理
念唱和」、「理念掲示」の 5つを抽出した。
理念浸透度については、理念浸透の定義に基づき、職員オーナーシップを設定した。
なお、本稿では、理念浸透の定義において、職員オーナーシップの他に理念を反映した
行動も挙げているが、行動に理念が反映されているかについては、主観的に判断できるも
のではなく、定量的な理念浸透度の尺度として設定することが困難であったため、本稿で
は職員オーナーシップのみを理念浸透度の尺度として設定した。

5 ．2 　検証方法
質問票調査により、定量的に仮説モデルの検証を行った。
調査は、平成28年12月21日からの 8日間で実施し、調査対象は、全国総合型クラブ連

絡協議会加盟クラブのうち、北信越地域に所在し、住所が公開されている185の総合型ク
ラブとした。
なお、調査対象地域の選定に当たっては、各総合型クラブにおいて経営的な自立やクラ
ブ理念の共有に向けた取組が充実しているかを基準とした。
北信越地域では、日体協［2013］の育成プランが策定されて以降、育成プランに基づ
き自己財源の確保や経営安定化などのクラブの自立をテーマに研修（ネットワークアク
ション7）が行われており8、他の地域と比べ、個々の総合型クラブにおいて、クラブの自
立や理念の共有に向けた取組が積極的に進められているものと推察され、理念の共有の影
響や理念浸透策の調査に適した地域であると考えられる。

5 ．3 　質問事項
質問票では、各クラブの概要（クラブ理念等）の他、個別の職員に対して次のような理
念浸透策等を訪ねる質問項目を設定した。
説明変数となる理念浸透策に関する質問項目については、インタビュー調査結果をもと
に「クラブのリーダーは、クラブ理念を反映し、かつ一貫した行動をとっている」、「クラ
ブの職員同士で、クラブ理念について話し合う機会が設けられている」、「職員を対象とし
た研修・訓練等においてクラブ理念教育が行われている」、「定期的に朝礼等でクラブ理念
の唱和が行われている」、「クラブ理念が明文化され、事務所内やクラブの活動拠点施設で
掲示されている」の 5つを、媒介変数となる職員のクラブ理念共有認識として「クラブ
理念は、職員で十分に共有されている」を設定した。
目的変数となる職員のオーナーシップ測定に関する質問項目については、黒岩・牧口他

［2012］が作成した診断票を参考にし、当該診断票の質問項目から、クラブ（組織）への
コミットメント、成功の共有といった 6項目を抽出した。そしてそれら質問項目の平均
値を当該職員のオーナーシップ値とした9。
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なお、各質問項目における回答は、リッカート法を用い、「はい（ 5）」から「いいえ
（ 1）」の 5段階とした。

6 　調査結果の分析

6 ．1 　単純集計結果
質問票調査では、53クラブ193人から回答があり、そのうち欠測のあるものを除いた有

効回答数は179人であった。

単純集計結果は表 5のとおりである。
理念浸透策のうち「クラブのリーダーは、クラブ理念を反映し、かつ一貫した行動を
とっている。（4.21）」のスコアが最も高く、次いで「クラブの職員同士で、クラブ理念に
ついて話し合う機会が設けられている。（3.52）」となっている。
「定期的に朝礼等でクラブ理念の唱和が行われている。（1.86）」が最も少ないスコアを

表 5．単純集計結果（N＝179）

（出所）筆者作成
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示しており、クラブ理念の唱和はほとんど行われていないものと思われる。
オーナーシップ値は今回の調査では非常に高いスコア（4.43）を示したことから、総合
型クラブの職員は、総じてクラブに対する高いオーナーシップを持っているものと考えら
れる。

6 ．2 　共分散構造分析（パス解析）結果
共分散構造分析（パス解析）に当たっては、株式会社エスミの統計ソフト「EXCEL共

分散構造分析Ver.2.0」を用いて行った。
分析の結果、理念浸透策と理念共有認識の関係をみると、「リーダーの理念体現行動」
と「理念ミーティング」から「理念共有認識」へのパスが有意（有意水準0.01）であり、
特にリーダーの理念体現行動のパス係数が0.523と、他の理念浸透策と比較して高いスコ
アを示した。しかしそれ以外の理念浸透策では有意な関係は認められなかった。
また「理念共有認識」から「職員オーナーシップ」へのパス係数は0.460であり、有意（有
意水準0.01）であることが確認できた。
なお、分析モデルの適合度については、GFI及びAGFIともに0.95以上であり、RMSEA

も0.05以下と、いずれもモデル適合度としては十分である。（図 6）

以上から「リーダーの理念体現行動」が「職員の理念共有認識」を媒介して「職員オー
ナーシップ」に影響を及ぼす可能性が示唆された。

図 6．分析結果（N＝179）
（出所）筆者作成
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7 　まとめ

7 ．1 　発見事実
本研究から、次の点が明らかになった。
① 　クラブ理念は、経営理念の一つの類型であり、その多くが抽象的な価値観をうたっ
た社会貢献価値観に分類される。
② 　総合型クラブの現場で実践されている理念浸透策として「リーダーの理念体現行
動」、「理念ミーティング」、「理念教育」、「理念唱和」、「理念掲示」の 5つが確認さ
れた。
③　「職員の理念共有認識」は「職員オーナーシップ」に影響を及ぼす。
④ 　理念浸透策のうち、「リーダーの理念体現行動」と「理念ミーティング」が「職員
の理念共有認識」に影響を及ぼし、中でも「リーダーの理念体現行動」が特に強い影
響を及ぼす。

7 ．2 　インプリケーション
以上の発見事実から、理念の共有は職員のオーナーシップを高める、つまり、クラブ理
念を総合型クラブ職員で共有することによって、職員のモチベーションを高めることが明
らかになった。
このことは、クラブ経営の現場において、クラブ理念を単なる美辞麗句とするのではな
く、積極的にクラブ内での共有を進めるべきであることを示すものであり、日体協が主張
した自立への取組としてのクラブ理念の共有の重要性を肯定するものといえる。
また、理念を浸透させるためには、リーダーであるクラブマネジャーが理念を反映した
一貫性のある行動をとることと、職員に理念について話し合う機会を提供することが効果
的であることが明らかになった。
特にリーダーの理念体現行動は、理念浸透に大きな影響を持ち、この結果は、観察学習
モデルの理論を裏付けるものであり、総合型クラブという小規模かつ非営利組織において
もその理論が当てはまることが示唆された。
一方で、「理念教育」、「理念唱和」、「理念掲示」といった理念浸透策の有効性は確認す
ることができなかった。
これは、クラブ理念の多くが抽象的な価値観をうたったものであるがゆえに、職員がク
ラブ理念を形式的に認知したからといって、クラブ理念を理解し、行動に反映することが
困難であると推察される。
以上をまとめると、総合型クラブの経営において、クラブ理念は積極的に職員間での共
有を図るべきであり、また、クラブ理念を職員に浸透させるためには、クラブマネジャー
が理念を反映した一貫性のある行動をとることと理念についての話し合いの場をつくりだ
すことが重要であるといえる。
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さらに、クラブ理念のあり方について言及すれば、抽象的なクラブ理念を職員に浸透さ
せるためには、クラブ理念を認知する機会を提供するのみでは不十分であり、クラブ理念
を、職員の行動に翻訳した行動指針となる経営理念の策定が必要であると考える。

7 ．3 　研究の限界と課題
本稿は、クラブ理念経営を実践するに当たってのインプリケーションを含んでいるが、
質問票調査の対象は北信越地域のクラブのみであったことから、一般化は困難である。
なお、今回の研究における分析モデルの構築に当たっては、理念浸透策として現場で実
際に行われている手法 5つを抽出したが、事例の充実により、多くの理念浸透策を抽出
すること、そして理念浸透度についても、理念浸透のもう一つの要件である理念の行動へ
の反映を測定する尺度を検討することが必要と考える。
また、本稿では理念浸透策と理念浸透度（職員のオーナーシップ）についての関係を調
査したものであったが、クラブの自立に直結する経営業績との関係についても明らかにす
る必要がある。
以上を今後の研究課題とする。

【注】
1 「総合型地域スポーツクラブ育成マニュアル1-1　総合型地域スポーツクラブって何？（ 1）」（文
部科学省ホームページhttp://www.mext.go.jp/a_menu/sports/club/004.htm　参照）

2 組織へアイデンティフィケーションされているとは、組織成員が組織へ帰属意識を持っていること
であり、福冨・黒岩・川又［2013］は、これをHeskett et al［2008］が提唱したオーナーシップ概
念と同義であるとしている。

3 クラブ理念の「浸透」に対して、クラブ理念の「共有」を、クラブ理念が認知され、組織において
共通認識となっているといった意味で用いる。

4 北居・松田［2004］は、シンボルは「言語的なもの」である神話や伝説、物語等、「行為的なもの」
である儀式や通過儀礼等、「物質的なもの」であるステータス・シンボルや会社のロゴ等の 3種類
に分類できるとした。

5 Schein［1985］は、理念浸透メカニズムを、リーダーによる教育・指導といったリーダー行動によ
る浸透メカニズムを一次的メカニズム、組織デザインや理念の明示による浸透メカニズムを二次的
メカニズムに分類した上で、一次的メカニズムの相対的重要性を主張した。

6 北居・松田［2004］は、行為的シンボルをSchein［1985］が示した理念浸透の一次的メカニズム
と同じ概念であるとしている。

7 全国総合型クラブ連絡協議会は、毎年、各地域（北海道・東北・関東・北信越・東海・近畿・中
国・四国・九州）ごとにネットワークアクションと称して研修を実施している。

 （日体協ホームページhttp://www.japan-sports.or.jp/local//tabid/509/Default.aspx　参照）
8 日体協［2016］ホームページ「クラブネットワークアクション過去概要」参照
9 オーナーシップの測定尺度として設定した質問項目のクロンバックαは0.881であり、信頼性は十
分である。
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